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総 論 

◆ 基本的事項 

 １ 計画策定の目的 

   社会情勢の変化を踏まえ、今後１０年間において取り組む施策の方向を示し、一般廃棄物（ごみ・生活

排水）を安定的かつ適正に管理し、生活環境の保全と公衆衛生の向上を図りつつ、循環型社会を実現する

ことを目的に策定するものです。 

 

 ２ 対象廃棄物 

   廃棄物のうち、「一般廃棄物」を本計画の対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画期間 

  2020（令和 2）年度から 2029（令和 11）年度までの 10年間とします。 

  なお、一般廃棄物の処理に関わる状況に大きな変動があった場合は、必要に応じて見直しを行います。 

 

帯広市ごみ処理基本計画 

◆ 基本理念と基本方針 

 自然豊かな「おびひろ」を未来に引き継ぐために、ごみの「発生抑制」、「再使用」を優先したうえで、「再

生利用（リサイクル）」を推進し、環境負荷の低減と資源の循環利用に努めることが必要です。基本理念を

実現するために市民、事業者、行政の三者が協働して取り組む３つの基本方針を定めます。 

【基本理念】 

人と自然が共生する循環型のまちづくり 

【基本方針１】 

ごみの発生抑制と再使用の促進 

【基本方針２】 

資源の循環的な利用促進 

【基本方針３】 

適正排出・適正処理の促進 

◆ 基本目標 

前計画におけるごみの削減及び資源化の進捗状況と国が示す減量化の目標等を踏まえて３つの視点から

2029（令和 11）年度の目標値を定めます。 

目標設定の視点 指標 目標値（R11） （参考）H30 

① ごみの発生抑制 １人１日あたりのごみ排出量 

（うち、家庭ごみ排出量） 

800g/人･日 
（350g/人･日） 

935g/人･日 

(447g/人･日) 

② 資源化促進 リサイクル率 30.0% 24.7% 

③ 環境負荷低減 最終処分量 5,890t 7,598t 

 

＜１人１日あたりのごみ排出量＞ 

 

＜リサイクル率＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜最終処分量＞ 

  平成 30 年度の最終処分量は 7,598 トンです。ごみ排出量に対する最終処分量の割合とごみの発生抑

制、資源化促進による効果等を踏まえて 18％削減し、5,890 トンを目標とします。 

 

産業廃棄物
廃
棄
物

：事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、法令で定められた20種類の廃棄物

　（燃え殻、汚泥、廃油、廃プラスチック類、金属くず、ガラスくず、コンクリートくず　など）

ご　　み 　➡　「帯広市ごみ処理基本計画」

し　　尿 　➡　「帯広市生活排水処理基本計画」

一般廃棄物
：家庭生活に伴って生じた廃棄物

：事業系一般廃棄物（事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、産業廃棄物に該当しないもの）

一般廃棄物処理基本計画
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平成 30 年度の 1 人 1

日あたりのごみ排出量は

935g です。市民・事業

者への啓発活動の継続と

新たな取組により排出量

を 800ｇとします。 

また、家庭での取組が

直接反映される新たな指

標として1人1日あたり

の家庭ごみの排出量を設

定し、目標値を 350ｇと

します。 

平成 30 年度のリサイ

クル率は 24.7％です。前

計画の実績値や組成分析

による燃やすごみ・燃や

さないごみへの資源ごみ

の混入率等を踏まえ目標

値を 30.0％とします。 
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◆ 施策体系 

基本理念である「人と自然が共生する循環型のまちづくり」を実現するために３つの基本方針に基づい

た施策を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広市生活排水処理基本計画 

◆ 基本方針 

地域の特性、周辺環境、住民の要望、経済性等を考慮しつつ、生活排水の適正な処理をすすめます。 

【基本方針１】 下水道の利用促進 

【基本方針２】 下水道整備対象外地域における適切な生活排水処理の推進 

 

◆ 基本目標 

指標 目標値（R11） （参考）H30 

生活排水処理率 98.5% 97.8% 

平成 30 年度の生活排水処理率は 97.8％です。下水道の利用促進と単独処理浄化槽の合併処理浄化槽

への転換などにより、令和 11 年度の生活排水処理率の 98.5％に達成を見込みます。 

◆ 施策 

・生活雑排水の適正処理 

 地区の実態に応じた処理方式を採用しながら所管部署と連携し、生活雑排水の適正な処理を推進する。 

・し尿、汚泥の適正処理 

  し尿・汚泥の委託業者による収集・運搬体制を継続する。 

・広報・啓発活動 

    生活排水対策の必要性や浄化槽管理の重要性について広報・啓発活動に努める。 

 

 

 

 

〇ごみ懇談会、環境見学会の開催
〇環境学習への支援
〇イベントにおける普及啓発
〇環境にやさしいライフスタイルの促進

〇家庭における削減行動の推進
〇事業者による食品廃棄物削減の推進
〇食品ロス削減の推進

〇分別排出ルールの周知徹底
〇資源集団回収の促進
〇分別種類ごとのリサイクル促進

〇事業系一般廃棄物の資源化の促進
〇再生品使用の啓発
〇環境に配慮した事業活動の推進

〇情報媒体やイベントを活用した普及啓発
〇清掃指導員による個別指導
〇不法投棄防止と自然環境の保全
〇災害廃棄物の円滑・迅速な処理

〇ごみステーションの適正な維持管理
〇サポート収集事業の推進
〇効率的な収集運搬体制の構築
〇中間処理施設・最終処分場の広域利用

基本
理念

基本方針 施策

人
と
自
然
が
共
生
す
る
循
環
型
の
ま
ち
づ
く
り

１　ごみの発生抑制と再使用の促進

1-1　環境教育と3Rの普及啓発

1-2　生ごみ減量の促進

２　資源の循環的な利用促進

2-1　資源ごみのリサイクル促進

2-2　事業系ごみのリサイクルの促進

３　適正排出・適正処理の促進

3-1　適正排出の周知・啓発

3-2　ごみの計画的な収集・運搬
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